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「
時
代
の
変
化
に
対
応
し 

だ
れ
も
が
輝
き

と
も
に
創
る
ま
ち“

日
野”

」
を
め
ざ
し
て

【
一
般
会
計
予
算
の
概
要
】

　

本
年
度
の
当
初
予
算
は
、
長
期
的
な
展
望
を
持
ち
な
が
ら
課
題
に

柔
軟
に
対
応
し
、
希
望
の
あ
る
未
来
へ
つ
な
が
る
よ
う
に
と
の
思
い
を

込
め
「
時
代
の
変
化
に
対
応
し
、
日
野
の
未
来
を
育
て
る
予
算
」
と
し

て
、
子
育
て
施
策
の
充
実
、
生
活
基
盤
整
備
や
産
業
振
興
、
地
域
公
共

交
通
の
利
便
性
向
上
を
め
ざ
す
わ
た
む
き
自
動
車
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
推

進
、
公
共
施
設
の
長
寿
命
化
、
滋
賀
県
で
開
催
さ
れ
る
国
民
ス
ポ
ー
ツ

大
会
・
全
国
障
害
者
ス
ポ
ー
ツ
大
会
に
向
け
た
取
り
組
み
、
持
続
可
能

な
地
域
づ
く
り
に
向
け
て
改
革
を
進
め
る
自
治
会
へ
の
支
援
等
に
つ
い

て
、そ
れ
ぞ
れ
の
取
り
組
み
を
し
っ
か
り
と
進
め
る
予
算
と
し
ま
し
た
。

　

予
算
額
は
１
０
６
億
５，
０
０
０
万
円
と
な
り
、
過
去
最
大
規
模
と

な
り
ま
し
た
。

【
歳
入
】

　
町
税
で
は
、
景
気
の
回
復
等
に
よ
り
、
町
民
税
、
固
定
資
産
税
に
お

い
て
大
幅
増
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
町
税
総
額
で
、
３
億
１，

１
２
６
万
円
増
の
37
億
９，
７
２
８
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
地
方
交
付
税
で
は
、
国
全
体
の
交
付
税
総
額
は
増
額
見
込
み
で
あ
る

一
方
、当
町
に
お
い
て
は
、町
税
の
収
入
増
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、

前
年
度
比
で
２，
０
０
０
万
円
減
の
17
億
９，
０
０
０
万
円
と
な
り
ま

し
た
。

　
地
方
債
で
は
、
道
路
や
公
共
施
設
等
の
整
備
に
お
い
て
、
よ
り
有
利

な
財
源
と
し
て
活
用
す
る
こ
と
か
ら
、
前
年
度
比
で
４，
６
７
０
万
円

増
の
２
億
２，
６
６
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
繰
入
金
で
は
、
財
源
不
足
に
対
応
す
る
た
め
、
ま
ち
の
貯
金
に
あ
た

る
財
政
調
整
基
金
と
減
債
基
金
か
ら
合
計
６
億
８，
０
０
０
万
円
を
取

り
崩
し
て
お
り
、
引
き
続
き
健
全
な
財
政
運
営
に
向
け
た
取
り
組
み
が

必
要
と
な
っ
て
い
ま
す
。

【
歳
出
】

　
歳
出
で
は
、子
育
て
施
策
と
し
て
、日
野
学
童
保
育
所
「
ヒ
ノ
キ
オ
」

の
保
育
室
増
設
に
か
か
る
設
計
、
養
育
環
境
等
に
課
題
の
あ
る
児
童
等

に
対
し
て
居
場
所
を
開
設
し
、
学
習
面
や
生
活
面
に
お
け
る
サ
ポ
ー
ト

を
実
施
す
る
児
童
育
成
支
援
拠
点
事
業
の
開
始
、
１
か
月
児
健
康
診
査

の
開
始
、
Ｌ
Ｉ
Ｎ
Ｅ
公
式
ア
カ
ウ
ン
ト
を
活
用
し
た
町
の
子
育
て
情
報

の
発
信
、
松
尾
公
園
や
大
谷
公
園
に
お
い
て
、
子
ど
も
の
遊
び
場
の
拡

充
を
行
う
た
め
の
設
計
、
小
学
校
へ
の
校
内
教
育
セ
ン
タ
ー
学
習
指
導

員
の
配
置
や
不
登
校
児
童
生
徒
と
関
係
機
関
や
支
援
者
を
つ
な
ぐ
不

登
校
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
配
置
等
、
不
登
校
対
応
の
強
化
等
を

推
進
し
ま
す
。

　
生
活
基
盤
整
備
と
し
て
、
町
道
整
備
や
橋
梁
の
長
寿
命
化
工
事
等
を

実
施
し
、
産
業
振
興
と
し
て
、
町
内
に
工
場
等
を
新
規
立
地
し
、
町
内

住
民
を
雇
用
し
た
企
業
へ
の
奨
励
金
の
交
付
、
地
域
の
商
店
等
の
事
業

承
継
支
援
、
農
業
振
興
と
し
て
、
た
め
池
耐
震
調
査
、
新
規
就
農
者
の

育
成
支
援
、
農
道
整
備
、
農
業
生
産
条
件
の
不
利
な
中
山
間
地
域
へ
の

支
援
の
拡
充
等
を
実
施
し
ま
す
。

　
ま
た
、
国
の
新
た
な
交
付
金
を
活
用
し
、
Ａ
Ｉ
オ
ン
デ
マ
ン
ド
交
通

（
チ
ョ
イ
ソ
コ
ひ
の
）
の
運
行
地
域
拡
大
、
近
江
日
野
産
日
野
菜
の
振

興
等
を
推
進
し
ま
す
。
ほ
か
に
も
、
地
区
公
民
館
調
理
実
習
室
へ
の
空

調
設
置
や
国
民
ス
ポ
ー
ツ
大
会
・
全
国
障
害
者
ス
ポ
ー
ツ
大
会
開
催

に
か
か
る
選
手
の
受
け
入
れ
体
制
や
お
も
て
な
し
対
応
の
充
実
、
持
続

可
能
な
地
域
づ
く
り
に
向
け
た
自
治
会
支
援
等
を
実
施
し
ま
す
。

（注）表示単位未満を四捨五入していることから、合計が一致しない場合があります。

●一般会計、特別会計� （千円：%）

会計名 令和７年度 令和６年度 増減 増減率
一般会計 10,650,000 9,935,000 715,000 7.2
国民健康保険 2,067,000 2,147,000 ▲�80,000 ▲�3.7
介護保険 2,241,890 2,246,566 ▲�4,676 ▲�0.2
後期高齢者医療 344,800 332,800 12,000 3.6
西山財産区 2,321 2,269 52 2.3

合　　計 15,306,011 14,663,635 642,376 4.4

令和７年度各会計予算

第
６
次
日
野
町
総
合
計
画

令和７年度

一般会計予算
のあらまし

令和７年度
一般会計予算

106億5,000万円

（
入
っ
て
く
る
お
金
）
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業

承
継
支
援
、
農
業
振
興
と
し
て
、
た
め
池
耐
震
調
査
、
新
規
就
農
者
の

育
成
支
援
、
農
道
整
備
、
農
業
生
産
条
件
の
不
利
な
中
山
間
地
域
へ
の

支
援
の
拡
充
等
を
実
施
し
ま
す
。

　
ま
た
、
国
の
新
た
な
交
付
金
を
活
用
し
、
Ａ
Ｉ
オ
ン
デ
マ
ン
ド
交
通

（
チ
ョ
イ
ソ
コ
ひ
の
）
の
運
行
地
域
拡
大
、
近
江
日
野
産
日
野
菜
の
振

興
等
を
推
進
し
ま
す
。
ほ
か
に
も
、
地
区
公
民
館
調
理
実
習
室
へ
の
空

調
設
置
や
国
民
ス
ポ
ー
ツ
大
会
・
全
国
障
害
者
ス
ポ
ー
ツ
大
会
開
催

に
か
か
る
選
手
の
受
け
入
れ
体
制
や
お
も
て
な
し
対
応
の
充
実
、
持
続

可
能
な
地
域
づ
く
り
に
向
け
た
自
治
会
支
援
等
を
実
施
し
ま
す
。

（注）表示単位未満を四捨五入していることから、合計が一致しない場合があります。

歳入
●町税

　皆さんが町に納めた、町民
税、固定資産税、軽自動車税
などです。
●地方交付税

　各市町村間の財源の不均衡
を調整するために、国から一
定の基準により交付されるお
金です。
●国庫支出金・県支出金

　国や県から交付された補助
金や委託金です。
●地方債

　町の運営を行うために必要
なお金を調達するための借入
金です。
●分担金および負担金

　行政サービスを利用した場
合に、その受益の程度に応じ
て、受益者から納めていただ
くお金です。

歳出
●人件費

　議員報酬、各種委員報酬、
町職員の給与などの費用です。
●扶助費

　児童手当や障がい者・高齢
者支援などの費用です。
●公債費

　町の借入金の返済費用です。
●普通建設事業費

　道路や公共施設の整備など、
社会資本整備への費用です。
●物件費

　光熱水費、消耗品費、施設
の管理費などの費用です。
●維持補修費

　公共施設などの維持管理に
係る費用です。
●補助費等

　消防やごみ処理など広域行
政への負担金や、自治会や団
体などへの事業補助などの費
用です。
●繰出金

　国民健康保険や介護保険な
ど特別会計への繰出金です。

●企業会計� （千円：%）

企業会計名 令和７年度 令和６年度 増減 増減率
水道事業 783,360 809,947 ▲�26,587 ▲�3.3
下水道事業 1,502,452 1,579,155 ▲�76,703 ▲�4.9
合　　計 2,285,812 2,389,102 ▲�103,290 ▲�4.3

用語解説
（
使
う
お
金
）
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